
平成 22 年 11 月 8 日

各　　位

会 社 名 日立工機株式会社

代 表 者 名 取締役社長　加藤　清

（コード番号 ６５８１　東証・大証１部）

問 合 せ 先 広報室長　吉成　雅人

(TEL.03‐5783‐0601)

（訂正）「平成 19 年 3 月期　中間決算短信（連結）」の一部訂正について

当社は、平成 22 年 11 月 1 日付「当社連結子会社の不適切な取引および会計処理に関する調査結果等

について」において、過年度決算の訂正につきましては、確定次第速やかに開示する旨、お知らせいた

しました。このたび、その具体的な訂正内容が確定いたしましたので下記のとおりご報告いたします。

訂正個所を含むページについては訂正前と訂正後をそれぞれ添付し、訂正個所には　　　　　（アン

ダーライン）を付して表示しております。

記

１．訂正を行う決算短信

　　　決算期　平成 19 年 3 月期　中間決算短信（連結）

　　　発表日　平成 18 年 10 月 26 日

２．訂正の理由

　　　当社連結子会社において不適切な取引および会計処理があったため。

　　　詳細は、平成 22 年 11 月 1 日付「当社連結子会社における不適切な会計処理に関する調査結果等

　　について」をご参照ください。

以　上
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【訂正前】　（1ページ）

平成 19年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 18年 10月 26日

上   場   会   社   名   日立工機株式会社 上場取引所  東 大

コード番号      6581 本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http://www.hitachi-koki.co.jp/） 東京都

代　　　表　　　者　役職名　取締役社長 　氏名　小 西　康 之

問合せ先責任者　役職名　IR室長 　氏名　山 崎  晋 吾 TEL (03) 5783 - 0601
中間決算取締役会開催日　　平成 18年 10月 26日

親会社等の名称　    株式会社　日立製作所　(コード番号：6501） 親会社等における当社の議決権所有比率　38.25%

米国会計基準採用の有無 無

１. 18年 9月中間期の連結業績 （平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1) 連結経営成績 (百万円未満切捨)

　　　 売    上    高 　　　営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 74,144 10.0 9,035 28.0 8,918 28.8
17年9月中間期 67,402 19.2 7,059 51.1 6,924 48.8
18年3月期 142,009 15,522 15,054

    中間(当期）純利益 　    １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

       ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

18年9月中間期 6,428 12.0 61.45 61.38
17年9月中間期 5,742 59.4 54.75 54.68
18年3月期 11,501 108.92 108.60
(注) ① 持分法投資損益    18年 9月中間期　　△2 百万円        17年 9月中間期　　△11 百万円        18年 3月期　　△20 百万円

      ② 期中平均株式数（連結）　 18年 9月中間期  104,618,272株  17年 9月中間期  104,886,550 株  18年 3月期 104,954,104 株

      ③ 会計処理の方法の変更　　 有

      ④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 連結財政状態
        総   資   産        　純  資 産      自己資本比率  　　　１株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年9月中間期 143,028 111,079 77.1 1,058.79
17年9月中間期 127,920 100,691 78.7 959.19
18年3月期 135,741 107,413 79.1 1,021.78
(注)① 期末発行済株式数（連結）　18年 9月中間期  104,166,554株　17年 9月中間期   104,975,222 株　 18年 3月期  105,055,482 株

 　　② 平成17年9月中間期および平成18年3月期の数値につきましては、従来の「株主資本」を「純資産」の欄に、

      「株主資本比率｣を「自己資本比率」の欄に、「1株当たり株主資本」を「1株当たり純資産」の欄に記載しています。

(3) 連結キャッシュ･フローの状況
　　 営業活動による 　　 投資活動による  　財務活動による 　 　現金及び現金同等物

　　 キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

18年9月中間期 8,581 △ 2,325 △ 2,581 31,110
17年9月中間期 5,265 △ 2,614 △   532 25,946
18年3月期 9,222 △ 4,662 △ 1,435 27,389

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数   23 社     持分法適用非連結子会社数   1 社     持分法適用関連会社数   - 社

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）  -  社      （除外）  -  社      持分法（新規）   - 社      （除外）   - 社

２. 19年 3月期の連結業績予想 （平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日）
　 　　　 売    上    高 　　　営 業 利 益 　　経 常 利 益 　 当　期 純 利 益

百万円 百万円 百万円 百万円

通　　期 152,000 19,000 18,800 12,550
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 120円39銭 

(注)上記の予想は､現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり､実際の業績は様々な要因により予想と異なる可能性があります。
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【訂正後】　（1ページ）

平成 19年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 18年 10月 26日

上   場   会   社   名   日立工機株式会社 上場取引所  東 大

コード番号      6581 本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http://www.hitachi-koki.co.jp/） 東京都

代　　　表　　　者　役職名　取締役社長 　氏名　小 西　康 之

問合せ先責任者　役職名　IR室長 　氏名　山 崎  晋 吾 TEL (03) 5783 - 0601
中間決算取締役会開催日　　平成 18年 10月 26日

親会社等の名称　    株式会社　日立製作所　(コード番号：6501） 親会社等における当社の議決権所有比率　38.25%

米国会計基準採用の有無 無

１. 18年 9月中間期の連結業績 （平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1) 連結経営成績 (百万円未満切捨)

　　　 売    上    高 　　　営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 73,852 9.6 8,872 25.7 8,756 26.5
17年9月中間期 67,402 19.2 7,059 51.1 6,924 48.8
18年3月期 141,482 15,201 14,733

    中間(当期）純利益 　    １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

       ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

18年9月中間期 6,352 10.6 60.72 60.65
17年9月中間期 5,742 59.4 54.75 54.68
18年3月期 11,095 105.05 104.75
(注) ① 持分法投資損益    18年 9月中間期　　△2 百万円        17年 9月中間期　　△11 百万円        18年 3月期　　△20 百万円

      ② 期中平均株式数（連結）　 18年 9月中間期  104,618,272株  17年 9月中間期  104,886,550 株  18年 3月期 104,954,104 株

      ③ 会計処理の方法の変更　　 有

      ④ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 連結財政状態
        総   資   産        　純  資 産      自己資本比率  　　　１株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年9月中間期 142,481 110,565 77.0 1,053.85
17年9月中間期 127,920 100,691 78.7 959.19
18年3月期 135,274 106,994 79.1 1,017.79
(注)① 期末発行済株式数（連結）　18年 9月中間期  104,166,554株　17年 9月中間期   104,975,222 株　 18年 3月期  105,055,482 株

 　　② 平成17年9月中間期および平成18年3月期の数値につきましては、従来の「株主資本」を「純資産」の欄に、

      「株主資本比率｣を「自己資本比率」の欄に、「1株当たり株主資本」を「1株当たり純資産」の欄に記載しています。

(3) 連結キャッシュ･フローの状況
　　 営業活動による 　　 投資活動による  　財務活動による 　 　現金及び現金同等物

　　 キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 　　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

18年9月中間期 8,581 △ 2,325 △ 2,581 31,110
17年9月中間期 5,265 △ 2,614 △   532 25,946
18年3月期 9,222 △ 4,662 △ 1,435 27,389

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数   23 社     持分法適用非連結子会社数   1 社     持分法適用関連会社数   - 社

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）  -  社      （除外）  -  社      持分法（新規）   - 社      （除外）   - 社

２. 19年 3月期の連結業績予想 （平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日）
　 　　　 売    上    高 　　　営 業 利 益 　　経 常 利 益 　 当　期 純 利 益

百万円 百万円 百万円 百万円

通　　期 152,000 19,000 18,800 12,550
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 120円39銭 

(注)上記の予想は､現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり､実際の業績は様々な要因により予想と異なる可能性があります。
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【訂正前】（4 ページ）

配当につきましては、会社法の施行に伴い定款変更を行い、当期より四半期配当を実施していま
す。当社の業績は継続的に拡大しており、財務状況は安定しています。今後も引き続き業績の拡大
及び安定的な財務状況の確保が見込まれることから、株主の皆様への更なる利益還元を目的として、
既に支払い済みの第 1 四半期の配当を当初予想の６円から７円に増額しましたが、株主の皆様のご
支援にお応えするべく、当中間期の配当につきましてはさらに増額修正して８円としました。また、
第３四半期・期末の配当につきましてもそれぞれ８円を予定しており、この結果、年間配当は前期
より７円増配の３１円となる見込みです。

４．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

当社は、株式の投資単位の引下げが流動性の向上や株主数の増加を促すための有効な施策である
と認識しています。また、株式の投資単位につきましては、当社株式の市場での流通状態や株主構
成等を勘案し、慎重に検討すべき課題であると認識しています。当社としては、適切な投資単位の
設定について、今後も引き続き検討を行っていきます。

５．親会社等に関する事項

（１）親会社等の商号等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１８年９月３０日現在）

親会社等 属性
親会社等の議

決権所有割合

親会社等が発行する株券が上場されて

いる証券取引所等

株式会社日立製作所

上場会社が他の会社の

関連会社である場合に

おける当該他の会社

38.25％
（10.82％）

東京証券取引所・大阪証券取引所・名古

屋証券取引所・福岡証券取引所・札幌証

券取引所・ニューヨーク証券取引所

（注）親会社等の議決権所有割合欄の（　）内は、間接被所有割合で内数である。

（２）親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係

当社は、日立ブランドを共有する日立グループの一員として、筆頭株主である㈱日立製作所及び
日立グループ各社と協力関係にあります。㈱日立製作所は、当社の議決権の 27.42％を所有する会
社であり、当社は、㈱日立製作所の関連会社となっています。
また、㈱日立製作所及び日立グループ各社との関係におきましては、事業運営及び取引につきま

して自律性を保つことを基本としています。
なお、親会社等との取引に関する事項につきましては、余裕資金の運用方法として、日立グルー

プ資金プーリング制度を活用しています。

経　営　成　績　及　び　財　政　状　態

１．経営成績

当中間期の我が国経済は､住宅投資は概ね横ばいで推移したものの､企業収益の改善を受けて設
備投資が増加し､個人消費も緩やかに増加するなど､景気は回復基調で推移しました。一方海外にお
いては､米国経済は住宅投資が減少傾向となるなど、景気の先行きに減速感が出てきました。また､
欧州・アジア地域の景気回復は地域間で格差がみられる展開となりました。

このような経営環境の中で、当社グループは、①グローバル市場での積極的な営業活動を行うこ
とにより更なる売上増を目指す、②グローバル化に対応した 適地生産体制を構築することにより
コスト競争力を強化する、③デジタルエンジニアリングを駆使して製品開発力を強化するなど、「世
界のトッププレーヤー」を目指した積極的な事業戦略を推進してきました。

以上のような状況の下、当中間期における連結業績は、売上高７４１億４千４百万円（前年同期
比１０％増）、営業利益９０億３千５百万円（前年同期比２８％増）となりました。
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【訂正後】（4 ページ）

配当につきましては、会社法の施行に伴い定款変更を行い、当期より四半期配当を実施していま
す。当社の業績は継続的に拡大しており、財務状況は安定しています。今後も引き続き業績の拡大
及び安定的な財務状況の確保が見込まれることから、株主の皆様への更なる利益還元を目的として、
既に支払い済みの第 1 四半期の配当を当初予想の６円から７円に増額しましたが、株主の皆様のご
支援にお応えするべく、当中間期の配当につきましてはさらに増額修正して８円としました。また、
第３四半期・期末の配当につきましてもそれぞれ８円を予定しており、この結果、年間配当は前期
より７円増配の３１円となる見込みです。

４．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等

当社は、株式の投資単位の引下げが流動性の向上や株主数の増加を促すための有効な施策である
と認識しています。また、株式の投資単位につきましては、当社株式の市場での流通状態や株主構
成等を勘案し、慎重に検討すべき課題であると認識しています。当社としては、適切な投資単位の
設定について、今後も引き続き検討を行っていきます。

５．親会社等に関する事項

（１）親会社等の商号等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１８年９月３０日現在）

親会社等 属性
親会社等の議

決権所有割合

親会社等が発行する株券が上場されて

いる証券取引所等

株式会社日立製作所

上場会社が他の会社の

関連会社である場合に

おける当該他の会社

38.25％
（10.82％）

東京証券取引所・大阪証券取引所・名古

屋証券取引所・福岡証券取引所・札幌証

券取引所・ニューヨーク証券取引所

（注）親会社等の議決権所有割合欄の（　）内は、間接被所有割合で内数である。

（２）親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係

当社は、日立ブランドを共有する日立グループの一員として、筆頭株主である㈱日立製作所及び
日立グループ各社と協力関係にあります。㈱日立製作所は、当社の議決権の 27.42％を所有する会
社であり、当社は、㈱日立製作所の関連会社となっています。
また、㈱日立製作所及び日立グループ各社との関係におきましては、事業運営及び取引につきま

して自律性を保つことを基本としています。
なお、親会社等との取引に関する事項につきましては、余裕資金の運用方法として、日立グルー

プ資金プーリング制度を活用しています。

経　営　成　績　及　び　財　政　状　態

１．経営成績

当中間期の我が国経済は､住宅投資は概ね横ばいで推移したものの､企業収益の改善を受けて設
備投資が増加し､個人消費も緩やかに増加するなど､景気は回復基調で推移しました。一方海外にお
いては､米国経済は住宅投資が減少傾向となるなど、景気の先行きに減速感が出てきました。また､
欧州・アジア地域の景気回復は地域間で格差がみられる展開となりました。

このような経営環境の中で、当社グループは、①グローバル市場での積極的な営業活動を行うこ
とにより更なる売上増を目指す、②グローバル化に対応した 適地生産体制を構築することにより
コスト競争力を強化する、③デジタルエンジニアリングを駆使して製品開発力を強化するなど、「世
界のトッププレーヤー」を目指した積極的な事業戦略を推進してきました。

以上のような状況の下、当中間期における連結業績は、売上高７３８億５千２百万円（前年同期
比１０％増）、営業利益８８億７千２百万円（前年同期比２６％増）となりました。
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【訂正前】（5 ページ）

当中間期における部門別の状況は、以下のとおりです。
電動工具部門においては、国内では、ホームセンタールート、アクセサリの売上が好調に推移し

たものの、国内電動工具業界の競争激化により、売上は前年同期比でほぼ横ばいとなりました。ま
た、海外では、北米地域においては住宅投資が減速しているにもかかわらず、当社グループのホー
ムセンタールートの売上は引き続き増加したほか、住宅内装関係の需要は堅調に推移していること
もあり、台湾工場製の住宅内装用仕上釘打機の売上が伸長しました。さらに、欧州地域においては
ロシア・東欧の売上が引き続き大きく伸長したことに加え、欧州のその他の地域の売上も増加する
など、欧州全域で売上が拡大しました。

この結果、電動工具部門の業績は、売上高７２０億３千６百万円（前年同期比１０％増）、営業
利益８７億１千３百万円（前年同期比２８％増）となりました。

ライフサイエンス機器部門においては、国内においては依然として厳しい状況が続きましたが、
海外では売上を順調に伸ばし、また、原価低減を推進することができました。

この結果、ライフサイエンス機器部門の業績は、売上高２１億８百万円（前年同期比１２％増）
となり、また、営業利益については３億２千１百万円（前年同期比３０％増）となりました。

　これらの結果、当中間期の連結業績における経常利益は８９億１千８百万円（前年同期比２９％
増）、中間純利益は６４億２千８百万円（前年同期比１２％増）となりました。

２．財政状態

当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローについては、売上拡大による棚卸資産の増加
１８億１千３百万円があったものの、税金等調整前中間純利益８９億６千７百万円などにより、
８５億８千１百万円の増加となりました。

また、投資活動によるキャッシュ・フローについては、生産能力増強等のための有形固定資産の
取得による支出１９億６千１百万円などにより、２３億２千５百万円の減少となりました。

これにより、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計し
たフリー・キャッシュ・フローは、６２億５千６百万円の増加となりました。

さらに、財務活動によるキャッシュ・フローについては、短期借入金の増加１２億１千８百万円
があったものの、配当金の支払２１億９千１百万円、自己株式の取得による支出１６億８千２百万
円などにより、２５億８千１百万円の減少となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物期末残高は、前年度末残高から３７億２千万円増加し、
３１１億１千万円となりました。

３．通期の見通し

当面の経済環境をみますと、我が国経済は一部で景気が回復してきているものの、米国経済は先
行きが不透明であるほか、為替の変動や原油・原材料価格の高止まりなど、決して楽観を許さない
状況にあります。

このように厳しい経営環境の中､当社グループにつきましては､当下半期において、リチウムイオ
ン電池製品等の新製品をグローバル市場に積極投入することにより､更なる売上増が見込まれます。
地域別では国内で主力新製品投入による売上増が見込まれます。また､北米地域で住宅投資が減速
している中､リチウムイオン電池製品のシリーズ展開のほか､仕上釘打機等の空気工具新製品の積
極的な市場投入により売上拡大が見込まれます。さらに､欧州地域では引き続き売上増が見込まれ
るロシア・東欧以外にも､西欧･北欧において販売ルートの更なる強化を行うなど､一層の売上拡大
が見込まれます。

このため､通期における連結業績の見通しについて､前回(平成１８年４月２６日)発表の業績予想
を上回ることが見込まれるため､売上高１,５２０億円､営業利益１９０億円､経常利益１８８億円､
当期純利益１２５億５千万円に上方修正しています。(平成１８年１０月１７日発表済み)
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【訂正後】（5 ページ）

当中間期における部門別の状況は、以下のとおりです。
電動工具部門においては、国内では、ホームセンタールート、アクセサリの売上が好調に推移し

たものの、国内電動工具業界の競争激化により、売上は前年同期比でほぼ横ばいとなりました。ま
た、海外では、北米地域においては住宅投資が減速しているにもかかわらず、当社グループのホー
ムセンタールートの売上は引き続き増加したほか、住宅内装関係の需要は堅調に推移していること
もあり、台湾工場製の住宅内装用仕上釘打機の売上が伸長しました。さらに、欧州地域においては
ロシア・東欧の売上が引き続き大きく伸長したことに加え、欧州のその他の地域の売上も増加する
など、欧州全域で売上が拡大しました。

この結果、電動工具部門の業績は、売上高７１７億４千３百万円（前年同期比９％増）、営業利
益８５億５千１百万円（前年同期比２６％増）となりました。

ライフサイエンス機器部門においては、国内においては依然として厳しい状況が続きましたが、
海外では売上を順調に伸ばし、また、原価低減を推進することができました。

この結果、ライフサイエンス機器部門の業績は、売上高２１億８百万円（前年同期比１２％増）
となり、また、営業利益については３億２千１百万円（前年同期比３０％増）となりました。

これらの結果、当中間期の連結業績における経常利益は８７億５千６百万円（前年同期比２７％
増）、中間純利益は６３億５千２百万円（前年同期比１１％増）となりました。

２．財政状態

当中間期の営業活動によるキャッシュ・フローについては、売上拡大による棚卸資産の増加
１６億４千５百万円があったものの、税金等調整前中間純利益８８億１千７百万円などにより、
８５億８千１百万円の増加となりました。

また、投資活動によるキャッシュ・フローについては、生産能力増強等のための有形固定資産の
取得による支出１９億６千１百万円などにより、２３億２千５百万円の減少となりました。

これにより、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキャッシュ・フローを合計し
たフリー・キャッシュ・フローは、６２億５千６百万円の増加となりました。

さらに、財務活動によるキャッシュ・フローについては、短期借入金の増加１２億１千８百万円
があったものの、配当金の支払２１億９千１百万円、自己株式の取得による支出１６億８千２百万
円などにより、２５億８千１百万円の減少となりました。

以上の結果、現金及び現金同等物期末残高は、前年度末残高から３７億２千万円増加し、
３１１億１千万円となりました。

３．通期の見通し

当面の経済環境をみますと、我が国経済は一部で景気が回復してきているものの、米国経済は先
行きが不透明であるほか、為替の変動や原油・原材料価格の高止まりなど、決して楽観を許さない
状況にあります。

このように厳しい経営環境の中､当社グループにつきましては､当下半期において、リチウムイオ
ン電池製品等の新製品をグローバル市場に積極投入することにより､更なる売上増が見込まれます。
地域別では国内で主力新製品投入による売上増が見込まれます。また､北米地域で住宅投資が減速
している中､リチウムイオン電池製品のシリーズ展開のほか､仕上釘打機等の空気工具新製品の積
極的な市場投入により売上拡大が見込まれます。さらに､欧州地域では引き続き売上増が見込まれ
るロシア・東欧以外にも､西欧･北欧において販売ルートの更なる強化を行うなど､一層の売上拡大
が見込まれます。

このため､通期における連結業績の見通しについて､前回(平成１８年４月２６日)発表の業績予想
を上回ることが見込まれるため､売上高１,５２０億円､営業利益１９０億円､経常利益１８８億円､
当期純利益１２５億５千万円に上方修正しています。(平成１８年１０月１７日発表済み)
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【訂正前】（6ページ）

（単位 百万円）

期  別  比 較 増 減

（Ｂ）－（Ｃ）

科  目

 （ 資 産 の 部 ）
９２,４７２ １０７,４４４ １００,１０８ ７,３３５

現 金 及 び 預 金 ９,２０３ ７,４９３ ９,０１８ △　　 １,５２４

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ３０,５５３ ３８,２４７ ３７,２４１ １,００６

た な 卸 資 産 ３０,１３６ ３３,０２９ ３０,５９１ ２,４３８

預 け 金 １６,７４３ ２３,６１６ １８,３７０ ５,２４５

繰 延 税 金 資 産 ４,８２０ ３,７１８ ３,６８６ ３２

そ の 他 の 流 動 資 産 １,９１４ ２,２８２ ２,０９４ １８７

貸 倒 引 当 金 △　　　　　９００ △　　　　９４５ △　 　   ８９４ △　 　   　５０

３５,４４８ ３５,５８４ ３５,６３３ △　　 　 　４８

有 形 固 定 資 産 ２６,０００ ２５,７６３ ２５,６８７ ７６

建 物 及 び 構 築 物 １３,３９０ １２,９９１ １３,１９４ △　　　　２０２

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ７,０２９ ７,１３４ ６,９３３ ２００

その他の有形固定資産 ５,５８０ ５,６３７ ５,５５９ ７７

無 形 固 定 資 産 ３,２１６ ３,４３４ ３,３３８ ９６

投 資 そ の 他 の 資 産 ６,２３１ ６,３８６ ６,６０７ △ 　　 　２２０

投 資 有 価 証 券 ３,００３ ３,３３７ ３,９１７ △　  　　５７９

繰 延 税 金 資 産 １,７０９ １,２３０ １,１０３ １２６

その他の投資その他の資産 １,５１８ １,８１８ １,５８６ ２３２

１２７,９２０ １４３,０２８ １３５,７４１ ７,２８６

 （ 負 債 の 部 ）
２２,５７１ ２７,５７２ ２３,２８７ ４,２８５

買 掛 金 １０,７３９ １０,６８９ １０,３０７ ３８１

短 期 借 入 金 ２,２３２ ４,２８１ ２,７４６ １,５３４

そ の 他 の 流 動 負 債 ９,５９９ １２,６０２ １０,２３２ ２,３６９

３,９７６ ４,３７６ ４,２８６ ８９

退 職 給 付 引 当 金 ３,７７５ ４,０７５ ４,０２７ ４７

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １８３ ２６５ ２２３ ４１

そ の 他 の 固 定 負 債 １７ ３５ ３５ ０

２６,５４７ ３１,９４８ ２７,５７３ ４,３７５

 （ 少 数 株 主 持 分 ）
６８２ - ７５４ -

 （ 資 本 の 部 ）
１７,８１３ - １７,８１３ -
２１,４０３ - ２１,４１４ -
６９,４９０ - ７４,０７９ -

１,１３４ - １,６９９ -
△      １,５７７ - △　 　　 　　１ -
△      ７,５７２ - △　 　７,５９２ -

１００,６９１ - １０７,４１３ -
１２７,９２０ - １３５,７４１ -

- １０８,２８３ - -

資 本 金 - １７,８１３ - -

資 本 剰 余 金 - ２１,４４６ - -

利 益 剰 余 金 - ７８,２３６ - -

自 己 株 式 - △　　 ９,２１３ - -
- ２,００６ - -

その他有価証券評価差額金 - １,３５６ - -

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 - １２ - -

為 替 換 算 調 整 勘 定 - ６３７ - -
- ７８９ - -

純 資 産 合 計 - １１１,０７９ - -

負 債 及 び 純 資 産 合 計 - １４３,０２８ - -

資 産 合 計

流 動 資 産

負債、少数株主持分及び資本合計

自 己 株 式

固 定 負 債

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

資 本 合 計

資 本 金

中間連結貸借対照表

平成17年9月 平成18年9月 （ 参 考 ）

（平成18.3.31現在）（平成18.9.30現在）（平成17.9.30現在）

中間期(Ａ) 中間期(Ｂ) 平成18年3月期(Ｃ)

株 主 資 本

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少 数 株 主 持 分

固 定 資 産

流 動 負 債

利 益 剰 余 金
その他有価証券評価差額金

資 本 剰 余 金

（純 資 産 の 部）

為 替 換 算 調 整 勘 定
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【訂正後】（6ページ）

（単位 百万円）

期  別  比 較 増 減

（Ｂ）－（Ｃ）

科  目

 （ 資 産 の 部 ）
９２,４７２ １０６,８９６ ９９,６４１ ７,２５５

現 金 及 び 預 金 ９,２０３ ７,４９３ ９,０１８ △　　 １,５２４

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ３０,５５３ ３７,６４８ ３６,５５９ １,０８９

た な 卸 資 産 ３０,１３６ ３３,０８４ ３０,８０１ ２,２８２

預 け 金 １６,７４３ ２３,６１６ １８,３７０ ５,２４５

繰 延 税 金 資 産 ４,８２０ ３,７４２ ３,６８５ ５６

そ の 他 の 流 動 資 産 １,９１４ ２,２５１ ２,０９４ １５６

貸 倒 引 当 金 △　　　　　９００ △　　　　９４０ △　 　   ８８９ △　 　   　５０

３５,４４８ ３５,５８４ ３５,６３３ △　　 　 　４８

有 形 固 定 資 産 ２６,０００ ２５,７６３ ２５,６８７ ７６

建 物 及 び 構 築 物 １３,３９０ １２,９９１ １３,１９４ △　　　　２０２

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ７,０２９ ７,１３４ ６,９３３ ２００

その他の有形固定資産 ５,５８０ ５,６３７ ５,５５９ ７７

無 形 固 定 資 産 ３,２１６ ３,４３４ ３,３３８ ９６

投 資 そ の 他 の 資 産 ６,２３１ ６,３８６ ６,６０７ △ 　　 　２２０

投 資 有 価 証 券 ３,００３ ３,３３７ ３,９１７ △　  　　５７９

繰 延 税 金 資 産 １,７０９ １,２３０ １,１０３ １２６

その他の投資その他の資産 １,５１８ １,８１８ １,５８６ ２３２

１２７,９２０ １４２,４８１ １３５,２７４ ７,２０６

 （ 負 債 の 部 ）
２２,５７１ ２７,５３９ ２３,２３８ ４,３０１

買 掛 金 １０,７３９ １０,７０５ １０,３０７ ３９７

短 期 借 入 金 ２,２３２ ４,２８１ ２,７４６ １,５３４

そ の 他 の 流 動 負 債 ９,５９９ １２,５５３ １０,１８３ ２,３６９

３,９７６ ４,３７６ ４,２８６ ８９

退 職 給 付 引 当 金 ３,７７５ ４,０７５ ４,０２７ ４７

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 １８３ ２６５ ２２３ ４１

そ の 他 の 固 定 負 債 １７ ３５ ３５ ０

２６,５４７ ３１,９１５ ２７,５２５ ４,３９０

 （ 少 数 株 主 持 分 ）
６８２ - ７５４ -

 （ 資 本 の 部 ）
１７,８１３ - １７,８１３ -
２１,４０３ - ２１,４１４ -
６９,４９０ - ７３,６７３ -

１,１３４ - １,６９９ -
△      １,５７７ - △　 　　 　１４ -
△      ７,５７２ - △　 　７,５９２ -

１００,６９１ - １０６,９９４ -
１２７,９２０ - １３５,２７４ -

- １０７,８００ - -

資 本 金 - １７,８１３ - -

資 本 剰 余 金 - ２１,４４６ - -

利 益 剰 余 金 - ７７,７５３ - -

自 己 株 式 - △　　 ９,２１３ - -
- １,９７５ - -

その他有価証券評価差額金 - １,３５６ - -

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 - １２ - -

為 替 換 算 調 整 勘 定 - ６０６ - -
- ７８９ - -

純 資 産 合 計 - １１０,５６５ - -

負 債 及 び 純 資 産 合 計 - １４２,４８１ - -

中間期(Ａ) 中間期(Ｂ) 平成18年3月期(Ｃ)

（平成17.9.30現在） （平成18.9.30現在） （平成18.3.31現在）

中間連結貸借対照表

平成17年9月 平成18年9月 （ 参 考 ）

流 動 資 産

資 本 合 計

自 己 株 式

固 定 資 産

資 産 合 計

負債、少数株主持分及び資本合計

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
その他有価証券評価差額金
為 替 換 算 調 整 勘 定

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少 数 株 主 持 分
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【訂正前】（7 ページ）

　　　　　　　　　　　　　　　　中 間 連 結 損 益 計 算 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(単位　百万円)

平成 17 年 9 月中間期

自 平成 17. 4. 1

至 平成 17. 9.30

平成 18 年 9 月中間期

自 平成 18. 4. 1

至 平成 18. 9.30

平成 18 年 3 月期

自 平成 17. 4. 1

至 平成 18. 3.31

　　　　　　　  　期　　別

                 

  

 科　　目 比　率 比　率 比　率

売 上 高 　６７,４０２

        ％

 １００.０ ７４,１４４

        ％

 １００.０ １４２,００９

        ％

 １００.０

売 上 原 価 　４０,２０４ 　 ５９.６ ４３,９５９ ５９.３ ８４,６８７ ５９.６

売 上 総 利 益 　２７,１９７ 　 ４０.４ ３０,１８４ ４０.７ ５７,３２２ ４０.４

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　２０,１３８ 　 ２９.９ 　２１,１４９ 　 ２８.５ 　 ４１,７９９ 　 ２９.５

営 業 利 益 　　７,０５９ 　 １０.５ ９,０３５ １２.２ １５,５２２ １０.９

営 業 外 収 益 　　　 ４０３ 　　 ０.６ 　　　 ４２０ 　　 ０.５ 　　　  ８５４ 　　 ０.６

受 取 利 息 　　　　 ６７ 　　　 １１３ 　 　　　  １６０

不 動 産 賃 貸 収 入 　　　 ２１５ 　　　 ２１２ 　　　　４２８

そ の 他 　　　 １２１ 　　　 　９３ 　　　  ２６５

営 業 外 費 用 　　　 ５３９ 　 　０.８ 　　　 ５３６ 　 　０.７ 　　 １,３２１ 　　 ０.９

支 払 利 息 　　　 ２０１ 　　　 １９３ 　　　  ３９２

為 替 差 損 　　　　 ６８ 　　　　 ９２ 　　　　４２４

賃 貸 不 動 産 維 持 費 　　　 １４６ 　　　 １３３ 　　　　２７０

そ の 他 　　　 １２２ 　　　 １１７ 　　　  ２３４

経 常 利 益 　　６,９２４  　１０.３ ８,９１８ １２.０ １５,０５４ １０.６

特 別 利 益 　　　　　 ― 　　 　― 　　　　 ４８ 　　 ０.１ 　　　　　 ― 　　 　―

償 却 債 権 取 立 益 　　　　　 ― 　　　　 ４８ 　　　　　 ―

特 別 損 失 　　　　　 ― 　　 　― 　　　　　 ― 　　 　― 　　　　１２６ 　 　０.１

固 定 資 産 売 却 損 　　　　　 ― 　　　　１０２

投 資 有 価 証 券 評 価 損 　　　　　 ― 　　　　　 ― 　　　　　２４

税 金 等 調 整 前

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
　　６,９２４  　１０.３ ８,９６７ １２.１ １４,９２７ １０.５

法人税、住民税及び事業税 　　　 ６５８ 　 　１.０ 　　２,４１９ 　 　３.３ 　　 １,４５１ 　　 １.０

法 人 税 等 調 整 額 　　　 ４８９ 　 　０.７ 　　　 　８２ 　 　０.１ 　　 １,９１３ 　　 １.４

少 数 株 主 利 益 　　   　３３ 　　 ０.１ 　　   　３６ 　　 ０.０ 　 　　　 ６１ 　　 ０.０

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 　　５,７４２ 　　 ８.５ ６,４２８ ８.７ １１,５０１ ８.１

() ( )( )
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【訂正後】（7 ページ）

　　　　　　　　　　　　　　　　中 間 連 結 損 益 計 算 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(単位　百万円)

平成 17 年 9 月中間期

自 平成 17. 4. 1

至 平成 17. 9.30

平成 18 年 9 月中間期

自 平成 18. 4. 1

至 平成 18. 9.30

平成 18 年 3 月期

自 平成 17. 4. 1

至 平成 18. 3.31

　　　　　　　  　期　　別

                 

  

 科　　目 比　率 比　率 比　率

売 上 高 　６７,４０２

        ％

 １００.０ 　７３,８５２

        ％

 １００.０  １４１,４８２

        ％

 １００.０

売 上 原 価 　４０,２０４ 　 ５９.６ 　４４,０３３ 　 ５９.６ 　 ８４,４８６ 　 ５９.７

売 上 総 利 益 　２７,１９７ 　 ４０.４ 　２９,８１８ 　 ４０.４ 　 ５６,９９６ 　 ４０.３

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 　２０,１３８ 　 ２９.９ 　２０,９４５ 　 ２８.４ 　 ４１,７９４ 　 ２９.６

営 業 利 益 　　７,０５９ 　 １０.５ 　　８,８７２ 　 １２.０ 　 １５,２０１ 　 １０.７

営 業 外 収 益 　　　 ４０３ 　　 ０.６ 　　　 ４２０ 　　 ０.６ 　　　  ８５４ 　　 ０.６

受 取 利 息 　　　　 ６７ 　　　 １１３ 　 　　　  １６０

不 動 産 賃 貸 収 入 　　　 ２１５ 　　　 ２１２ 　　　　４２８

そ の 他 　　　 １２１ 　　　 　９３ 　　　  ２６５

営 業 外 費 用 　　　 ５３９ 　 　０.８ 　　　 ５３６ 　 　０.７ 　　 １,３２１ 　　 ０.９

支 払 利 息 　　　 ２０１ 　　　 １９３ 　　　  ３９２

為 替 差 損 　　　　 ６８ 　　　　 ９２ 　　　　４２４

賃 貸 不 動 産 維 持 費 　　　 １４６ 　　　 １３３ 　　　　２７０

そ の 他 　　　 １２２ 　　　 １１７ 　　　  ２３４

経 常 利 益 　　６,９２４  　１０.３ 　　８,７５６  　１１.９ 　 １４,７３３ 　 １０.４

特 別 利 益 　　　　　 ― 　　 　― 　　　　 ６０ 　　 ０.０ 　　　　　 ― 　　 　―

償 却 債 権 取 立 益 　　　　　 ― 　　　　 ４８ 　　　　　 ―

付 加 価 値 税 修 正 益 　　　　　 ― 　　　　１２ 　　　　　 ―

特 別 損 失 　　　　　 ― 　　 　― 　　　　　 ―       ― 　　　　２１１ 　 　０.１

固 定 資 産 売 却 損 　　　　　 ― 　　　　　 ― 　　　　１０２

投 資 有 価 証 券 評 価 損 　　　　　 ― 　　　　　 ― 　　　　　２４

付 加 価 値 税 修 正 損 　　　　　 ― ― 　　　　　８４

税 金 等 調 整 前

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益
　　６,９２４  　１０.３ 　　８,８１７  　１１.９ 　 １４,５２２ 　 １０.３

法人税、住民税及び事業税 　　　 ６５８ 　 　１.０ 　　２,３７０ 　 　３.２ 　　 １,４５１ 　　 １.０

法 人 税 等 調 整 額 　　　 ４８９ 　 　０.７ 　　　 　５８ 　 　０.１ 　　 １,９１４ 　　 １.４

少 数 株 主 利 益 　　   　３３ 　　 ０.１ 　　   　３６ 　　 ０.０ 　 　　　 ６１ 　　 ０.１

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 　　５,７４２ 　　 ８.５ 　　６,３５２ 　　 ８.６ 　 １１,０９５ 　 　７.８

() ( )( )
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【訂正前】　（8ページ）

（単位　百万円）

期　別

科　目

当中間連結会計期間(自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日) （単位　百万円）

資   本
剰余金

利   益
剰余金

自己株式
株主資本
合      計

そ   の   他
有 価 証 券
評価差額金

繰  延
ヘッジ
損  益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差 額 等
合 計

21,414 74,079 △7,592 105,715 1,699 - △1 1,697 754 108,168 

△2,201 △2,201 △2,201 

△70 △70 △70 

6,428 6,428 6,428 

△1,682 △1,682 △1,682 

31 61 92 92 

△343 12 639 308 35 343 

31 4,157 △1,621 2,567 △343 12 639 308 35 2,911 

21,446 78,236 △9,213 108,283 1,356 12 637 2,006 789 111,079 

21,388 

取 締 役 賞 与 金

当 期 純 利 益

利 益 剰 余 金 減 少 高

配 当 金

自 己 株 式 処 分 差 益

資本剰余金中間期末(期末)残高

在外子会社の英国会計基準適用
に 伴 う 利 益 剰 余 金 減 少 高

在外子会社の豪州会計基準適用
に 伴 う 利 益 剰 余 金 減 少 高

中間連結剰余金計算書

資 本 剰 余 金 期 首 残 高

（資本剰余金の部）

資 本 剰 余 金 増 加 高

平成18年3月期

利 益 剰 余 金 増 加 高

株主資本以外の項目
の当中間連結会計期
間 変 動 額 （ 純 額 ）

自己株式の処分

平成18 年 ３月 31 日
残 高

中間連結会計期間
変 動 額

項　　目

株主資本

資本金

17,813 

中 間 純 利 益

剰 余 金 の 配 当

利 益 処 分 に よ る
役 員 賞 与

自己株式の取得

平成18 年 ９月 30 日
残 高

17,813 

中間連結会計期間
変 動 額 合 計

利益剰余金中間期末(期末)残高

中間連結株主資本等変動計算書

69,490 

純資産
合   計

少数株主
持      分

評価・換算差額等

74,079 

（利益剰余金の部）

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 64,959 

25 

21,414 

10 

2,203 

58 

11,501 

－ 1,211 

58 

－ 

1,153 

110 

25 

11,501 

14 14 

21,403 

5,742 5,742 

21,388 

2,381 

平成17年9月中間期
      自　平成17. 4. 1      

至　平成17. 9.30

      自　平成17. 4. 1      

至　平成18. 3.31

64,959 

( ) ( )
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【訂正後】　（8ページ）

（単位　百万円）

期　別

科　目

当中間連結会計期間(自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日) （単位　百万円）

資   本
剰余金

利   益
剰余金

自己株式
株主資本
合      計

そ   の   他
有 価 証 券
評価差額金

繰  延
ヘッジ
損  益

為替換算
調整勘定

評価・換算
差 額 等
合 計

21,414 73,673 △7,592 105,309 1,699 - △14 1,685 754 107,749 

△2,201 △2,201 △2,201 

△70 △70 △70 

6,352 6,352 6,352 

△1,682 △1,682 △1,682 

31 61 92 92 

△343 12 621 290 35 325 

31 4,080 △1,621 2,490 △343 12 621 290 35 2,816 

21,446 77,753 △9,213 107,800 1,356 12 606 1,975 789 110,565 

至　平成17. 9.30 至　平成18. 3.31

中間連結剰余金計算書

平成17年9月中間期 平成18年3月期
      自　平成17. 4. 1            自　平成17. 4. 1      

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 21,388 21,388 

（資本剰余金の部）

自 己 株 式 処 分 差 益 14 14 25 25 

資 本 剰 余 金 増 加 高

21,414 資本剰余金中間期末(期末)残高 21,403 

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 64,959 64,959 

（利益剰余金の部）

当 期 純 利 益 5,742 5,742 11,095 11,095 

利 益 剰 余 金 増 加 高

配 当 金 1,153 2,203 

利 益 剰 余 金 減 少 高

在外子会社の英国会計基準適用
に 伴 う 利 益 剰 余 金 減 少 高 － 110 

取 締 役 賞 与 金 58 58 

2,381 

利益剰余金中間期末(期末)残高 69,490 73,673 

在外子会社の豪州会計基準適用
に 伴 う 利 益 剰 余 金 減 少 高 － 1,211 10 

中間連結株主資本等変動計算書

項　　目

株主資本 評価・換算差額等
少数株主
持      分

純資産
合   計資本金

自己株式の取得

平成18 年 ３月 31 日
残 高

17,813 

中間連結会計期間
変 動 額

剰 余 金 の 配 当

利 益 処 分 に よ る
役 員 賞 与

中 間 純 利 益

平成18 年 ９月 30 日
残 高

17,813 

自己株式の処分

株主資本以外の項目
の当中間連結会計期
間 変 動 額 （ 純 額 ）

中間連結会計期間
変 動 額 合 計

( ) ( )
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【訂正前】（9ページ）

期        別 

 科        目

税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ６,９２４ ８,９６７ １４,９２７

減 価 償 却 額 １,９８２ ２,０１０ ４,２７７

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 ２５ △　　　　　１７６ １７３

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △　　　　　　７７ △　　　　　１２６ △　　　　　１７６

支 払 利 息 ２０１ １９３ ３９２

売 上 債 権 の 増 加 額 △　　　　　７２７ △　　　　　２８７ △　　　 ６,０３１

た な 卸 資 産 の 増 加 額 △　　　 ２,６０２ △　　　 １,８１３ △　　　 １,９９６

仕 入 債 務 の 増 減 額 ４３３ △　　　　　　５３ △　　　　　８２１

そ の 他 △　　　　　１３４ ５７４ ８７

小 　　         　 計 ６,０２５ ９,２８９ １０,８３２

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ７７ １２６ １７６

利 息 の 支 払 額 △　　　　　２０２ △　　　　　１９０ △　　　　　３９５

法 人 税 等 の 支 払 額 △　　　　　６３５ △　　　　　６４３ △　　　 １,３９１

５,２６５ ８,５８１ ９,２２２

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　　４３５ － △　　　　　４３５

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　 ２,２０８ △　　　 １,９６１ △　　　 ３,８２９

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ２８４ ３２ １１７

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　　３４４ △　　　　　３９５ △　　　　　６９１

そ の 他 ８９ △　　　　　　　１ １７７

△　　　 ２,６１４ △　　　 ２,３２５ △　　　 ４,６６２

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 ５７９ １,２１８ ７１６

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　　　２９ △　　　 １,６８２ △　　　　　　９９

自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 ７７ ９２ １３７

配 当 金 の 支 払 額 △　　　 １,１５０ △　　　 ２,１９１ △　　　 ２,２００

そ の 他 △　　　　　　１０ △　　　　　　１８ ９

△　　　　　５３２ △　　　 ２,５８１ △　　　 １,４３５

１１０ ４６ ５４５

２,２２７ ３,７２０ ３,６７１

２３,３６６ ２７,３８９ ２３,３６６

２５,９４６ ３１,１１０ ２７,３８９

投資活動によるキャッシュ・フロー

自　平成 17年 4月 1日
至　平成 17年 9月30日

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

Ⅷ 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

Ⅶ 連 結 範 囲 の 変 更 に 伴 う 現 金

及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書

平成18年9月中間期

（単位 百万円）

平成18年3月期平成17年9月中間期

３５２３５２ －

自　平成 18年 4月 1日
至　平成 18年 9月30日

自　平成 17年 4月 1日
至　平成 18年 3月31日

)( )( )()(
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【訂正後】（9ページ）

期        別 

 科        目

税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ６,９２４ ８,８１７ １４,５２２

減 価 償 却 額 １,９８２ ２,０１０ ４,２７７

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 ２５ △　　　　　１７６ １７３

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △　　　　　　７７ △　　　　　１２６ △　　　　　１７６

支 払 利 息 ２０１ １９３ ３９２

売 上 債 権 の 増 加 額 △　　　　　７２７ △　　　　　３９９ △　　　 ５,３７３

た な 卸 資 産 の 増 加 額 △　　　 ２,６０２ △　　　 １,６４５ △　　　 ２,１９７

仕 入 債 務 の 増 減 額 ４３３ △　　　　　　３７ △　　　　　８２１

そ の 他 △　　　　　１３４ ６５４ ３５

小 　　         　 計 ６,０２５ ９,２８９ １０,８３２

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ７７ １２６ １７６

利 息 の 支 払 額 △　　　　　２０２ △　　　　　１９０ △　　　　　３９５

法 人 税 等 の 支 払 額 △　　　　　６３５ △　　　　　６４３ △　　　 １,３９１

５,２６５ ８,５８１ ９,２２２

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　　４３５ － △　　　　　４３５

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　 ２,２０８ △　　　 １,９６１ △　　　 ３,８２９

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ２８４ ３２ １１７

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　　３４４ △　　　　　３９５ △　　　　　６９１

そ の 他 ８９ △　　　　　　　１ １７７

△　　　 ２,６１４ △　　　 ２,３２５ △　　　 ４,６６２

短 期 借 入 金 の 純 増 加 額 ５７９ １,２１８ ７１６

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △　　　　　　２９ △　　　 １,６８２ △　　　　　　９９

自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 ７７ ９２ １３７

配 当 金 の 支 払 額 △　　　 １,１５０ △　　　 ２,１９１ △　　　 ２,２００

そ の 他 △　　　　　　１０ △　　　　　　１８ ９

△　　　　　５３２ △　　　 ２,５８１ △　　　 １,４３５

１１０ ４６ ５４５

２,２２７ ３,７２０ ３,６７１

２３,３６６ ２７,３８９ ２３,３６６

２５,９４６ ３１,１１０ ２７,３８９

３５２３５２ －

自　平成 18年 4月 1日
至　平成 18年 9月30日

自　平成 17年 4月 1日
至　平成 18年 3月31日

中 間 連 結 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書

平成18年9月中間期

（単位 百万円）

平成18年3月期平成17年9月中間期

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

Ⅷ 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

Ⅶ 連 結 範 囲 の 変 更 に 伴 う 現 金

及 び 現 金 同 等 物 の 増 加 額

投資活動によるキャッシュ・フロー

自　平成 17年 4月 1日
至　平成 17年 9月30日

Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー

)( )( )()(
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【訂正前】（11 ページ）

④役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、規程による必要額を計上している。

（4）在外連結子会社の会計処理基準

在外連結子会社が採用している会計処理基準は、当該国において一般に公正妥当と認められてい

る基準によっている。

（5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（6）重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっている。なお、一部の在外子会社は、為替予約について振当処理を採用し

ている。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建売掛金及び外貨建予定取引

ヘッジ方針

外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引に係る為替相場の変動リスクを回避するために、必要な

範囲内で利用している。

（7）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

5.中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3
ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

会計処理の変更

1.役員賞与に関する会計基準等

当中間連結会計期間より、｢役員賞与に関する会計基準｣（企業会計基準委員会 企業会計基準第 4 号平

成 17 年 11 月 29 日）を適用している。これによる損益への影響は軽微である。

2.貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当中間連結会計期間より、｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣（企業会計基準委員会企

業会計基準第 5 号 平成 17 年 12 月９日）及び｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針｣（企業会計基準適用指針第 8 号　平成 17 年 12 月９日）を適用している。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、110,278 百万円である。

なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、中間連結財務諸表規

則の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則により作成している。

[注記事項]

　（中間連結貸借対照表関係）

（平成 17 年 9 月中間

期）

（平成 18 年 9 月中間期）    (平成 18 年 3 月期)

担保資産及び担保付債務

担保に供している資産の額

売　掛　金 － 百万円 635 百万円 1,091 百万円

たな卸資産 － 1,189    1,664
合　計 － 1,825 2,756

上記に対応する債務

短期借入金 － 百万円 298 百万円 169 百万円
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【訂正後】（11 ページ）

④役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えて、規程による必要額を計上している。

（4）在外連結子会社の会計処理基準

在外連結子会社が採用している会計処理基準は、当該国において一般に公正妥当と認められてい

る基準によっている。

（5）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

（6）重要なヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっている。なお、一部の在外子会社は、為替予約について振当処理を採用し

ている。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建売掛金及び外貨建予定取引

ヘッジ方針

外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引に係る為替相場の変動リスクを回避するために、必要な

範囲内で利用している。

（7）その他中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

5.中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から 3
ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

会計処理の変更

1.役員賞与に関する会計基準等

当中間連結会計期間より、｢役員賞与に関する会計基準｣（企業会計基準委員会 企業会計基準第 4 号平

成 17 年 11 月 29 日）を適用している。これによる損益への影響は軽微である。

2.貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当中間連結会計期間より、｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準｣（企業会計基準委員会企

業会計基準第 5 号 平成 17 年 12 月９日）及び｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針｣（企業会計基準適用指針第 8 号　平成 17 年 12 月９日）を適用している。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、109,763 百万円である。

なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、中間連結財務諸表規

則の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則により作成している。

[注記事項]

　（中間連結貸借対照表関係）

（平成 17 年 9 月中間

期）

（平成 18 年 9 月中間期）    (平成 18 年 3 月期)

担保資産及び担保付債務

担保に供している資産の額

売　掛　金 － 百万円 635 百万円 1,091 百万円

たな卸資産 － 1,189    1,664
合　計 － 1,825 2,756

上記に対応する債務

短期借入金 － 百万円 298 百万円 169 百万円
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【訂正前】（14 ページ）

セ グ メ ン ト 情 報          

　　１．事業の種類別セグメント情報

　　　　平成１７年９月期（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位　百万円)

電動工具
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

機　　器
計

消去又は

全　　社
連　　結

　 売上高及び営業損益          

　 売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　 内部売上高又は振替高

  65,520

     －

   1,882

     －

  67,402

　   －

     －

(    － )

  67,402

     －

計   65,520    1,882   67,402 (    － )   67,402

　 営 業 費 用           58,707    1,635   60,342 (    － )   60,342

　 営 業 利 益            6,812      247    7,059 (    － )    7,059

　　　　平成１８年９月期（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位　百万円)

電動工具
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

機　　器
計

消去又は

全　　社
連　　結

　 売上高及び営業損益          

　 売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　 内部売上高又は振替高

72,036

     －

   2,108

     －

  74,144

　   －

     －

(    － )

  74,144

     －

計 72,036    2,108   74,144 (    － )   74,144

　 営 業 費 用           63,322    1,786   65,109 (    － )   65,109

　 営 業 利 益           8,713      321  9,035 (    － )   9,035

　　　　平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位　百万円)

電動工具
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

機　　器
計

消去又は

全　　社
連　　結

　 売上高及び営業損益          

　 売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　 内部売上高又は振替高

138,081

     －

   3,927

     －

142,009

　   －

     －

(    － )

142,009

     －

計 138,081    3,927 142,009 (    － ) 142,009

　 営 業 費 用           123,187    3,300  126,487 (    － )  126,487

　 営 業 利 益           14,894      627 15,522 (    － ) 15,522

　　 （注）１．事業区分の方法

　　　　　　　　 事業区分の方法は、製品の種類の類似性を考慮して、電動工具、

　　　　　　　　 ライフサイエンス機器に区分している。

　　　　　 ２．各事業区分の主要製品

主　　　　要　　　　製　　　　品

電 動 工 具       

金工用電動工具、木工用電動工具、コードレス工具、

建設用電動工具、空気工具（釘打機、ネジ打機、釘打機用コンプレ

ッサ）、木工機械、家庭用電動工具、園芸用工具、集じん機、墨出

し器、エンジン機器、アクセサリ（消耗部品）、食品機械

ライフサイエンス

機　　　　　　器

超遠心機、冷却遠心機、小形遠心機、生産用遠心機、

真空ポンプ
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【訂正後】（14 ページ）

セ グ メ ン ト 情 報          

　　１．事業の種類別セグメント情報

　　　　平成１７年９月期（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位　百万円)

電動工具
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

機　　器
計

消去又は

全　　社
連　　結

　 売上高及び営業損益          

　 売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　 内部売上高又は振替高

  65,520

     －

   1,882

     －

  67,402

　   －

     －

(    － )

  67,402

     －

計   65,520    1,882   67,402 (    － )   67,402

　 営 業 費 用           58,707    1,635   60,342 (    － )   60,342

　 営 業 利 益            6,812      247    7,059 (    － )    7,059

　　　　平成１８年９月期（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位　百万円)

電動工具
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

機　　器
計

消去又は

全　　社
連　　結

　 売上高及び営業損益          

　 売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　 内部売上高又は振替高

71,743

     －

   2,108

     －

  73,852

　   －

     －

(    － )

  73,852

　   －

計 71,743    2,108   73,852 (    － )   73,852

　 営 業 費 用           63,192    1,786   64,979 (    － )   64,979

　 営 業 利 益           8,551      321 8,872 (    － ) 8,872

　　　　平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位　百万円)

電動工具
ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ

機　　器
計

消去又は

全　　社
連　　結

　 売上高及び営業損益          

　 売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　 内部売上高又は振替高

137,554

     －

   3,927

     －

141,482

　   －

     －

(    － )

141,482

　   －

計 137,554    3,927 141,482 (    － ) 141,482

　 営 業 費 用           122,981    3,300  126,281 (    － )  126,281

　 営 業 利 益           14,573      627 15,201 (    － ) 15,201

　　 （注）１．事業区分の方法

　　　　　　　　 事業区分の方法は、製品の種類の類似性を考慮して、電動工具、

　　　　　　　　 ライフサイエンス機器に区分している。

　　　　　 ２．各事業区分の主要製品

主　　　　要　　　　製　　　　品

電 動 工 具       

金工用電動工具、木工用電動工具、コードレス工具、

建設用電動工具、空気工具（釘打機、ネジ打機、釘打機用コンプレ

ッサ）、木工機械、家庭用電動工具、園芸用工具、集じん機、墨出

し器、エンジン機器、アクセサリ（消耗部品）、食品機械

ライフサイエンス

機　　　　　　器

超遠心機、冷却遠心機、小形遠心機、生産用遠心機、

真空ポンプ
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【訂正前】（15 ページ）

　　２．所在地別セグメント情報

　　　　平成１７年９月期（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　   (単位　百万円)

日　本 ｱ ｼﾞ ｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 北ｱﾒﾘｶ その他 計
消去又は

全　　社
連　結

　 売上高及び営業損益          

　 売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　 内部売上高又は振替高

 24,144

 

 13,437

  3,504

 13,391

 15,960

    172

 21,784

      3

  2,008

     －

 67,402

 27,005

    －

(27,005)

 67,402

    －

計  37,581  16,896  16,133  21,787   2,008  94,408 (27,005)  67,402

　 営 業 費 用          32,375  15,883  15,637  21,141   1,941  86,979 (26,636)  60,342

　 営 業 利 益   5,205   1,013     495     646      67   7,428 (   368)   7,059

　　　　平成１８年９月期（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　  　       (単位　百万円)

日　本 ｱ ｼﾞ ｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 北ｱﾒﾘｶ その他 計
消去又は

全　　社
連　結

　 売上高及び営業損益          

　 売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　 内部売上高又は振替高

 24,276

 

 16,141

  3,500

 16,442

19,858

183

 24,465

      2

  2,043

     －

74,144

32,770

    －

(32,770)

74,144

－

計  40,418  19,943 20,041  24,467   2,043 106,914 (32,770) 74,144

　 営 業 費 用          33,452  18,544 19,403  24,006   1,962 97,369 (32,260) 65,109

　 営 業 利 益   6,966   1,398 638     461      80 9,545 (   510) 9,035

　　　　平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　  　       (単位　百万円)

日　本 ｱ ｼﾞ ｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 北ｱﾒﾘｶ その他 計
消去又は

全　　社
連　結

　 売上高及び営業損益          

　 売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　内部売上高又は振替高

 49,658

 28,538

  7,115

 26,149

34,448

343

 46,756

      6

  4,030

      0

142,009

55,038

    －

(55,038)

142,009

－

計  78,196  33,265 34,791  46,762   4,031 197,047 (55,038) 142,009

　 営 業 費 用          66,800  31,164 33,767  45,548   3,879 181,160 (54,672) 126,487

　 営 業 利 益  11,396   2,100 1,024   1,214     151 15,887 (   365) 15,522

　　 （注）１．国又は地域の区分は､地理的近接度によっている。

　　　　　 ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　　　　 (1) ア ジ ア     ……シンガポール、マレーシア、中国

　　　　　　 (2) ヨーロッパ……ドイツ、フランス、オランダ、英国

　　　　　　 (3) 北アメリカ……米国、カナダ

　　　　　　 (4) そ の 他     ……オーストラリア
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【訂正後】（15 ページ）

　　２．所在地別セグメント情報

　　　　平成１７年９月期（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）

        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　   (単位　百万円)

日　本 ｱ ｼﾞ ｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 北ｱﾒﾘｶ その他 計
消去又は

全　　社
連　結

　 売上高及び営業損益          

　 売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　 内部売上高又は振替高

 24,144

 

 13,437

  3,504

 13,391

 15,960

    172

 21,784

      3

  2,008

     －

 67,402

 27,005

    －

(27,005)

 67,402

    －

計  37,581  16,896  16,133  21,787   2,008  94,408 (27,005)  67,402

　 営 業 費 用          32,375  15,883  15,637  21,141   1,941  86,979 (26,636)  60,342

　 営 業 利 益   5,205   1,013     495     646      67   7,428 (   368)   7,059

　　　　平成１８年９月期（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　  　       (単位　百万円)

日　本 ｱ ｼﾞ ｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 北ｱﾒﾘｶ その他 計
消去又は

全　　社
連　結

　 売上高及び営業損益          

　 売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　 内部売上高又は振替高

 24,072

 

 16,578

  3,500

 16,442

19,770

183

 24,465

      2

  2,043

     －

73,852

33,207

    －

(33,207)

73,852

－

計  40,651  19,943 19,953  24,467   2,043 107,059 (33,207) 73,852

　 営 業 費 用          33,672  18,544 19,348  24,006   1,962 97,534 (32,555) 64,979

　 営 業 利 益   6,978   1,398 605     461      80 9,525 (   652) 8,872

　　　　平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　  　       (単位　百万円)

日　本 ｱ ｼﾞ ｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 北ｱﾒﾘｶ その他 計
消去又は

全　　社
連　結

　 売上高及び営業損益          

　 売 上 高        

(1)外部顧客に対する売上高

(2)セグメント間の

　　内部売上高又は振替高

 49,658

 28,100

  7,115

 26,149

33,920

343

 46,756

      6

  4,030

      0

141,482

 54,601

    －

(54,601)

141,482

    －

計  77,759  33,265 34,264  46,762   4,031 196,083 (54,601) 141,482

　 営 業 費 用          66,498  31,164 33,508  45,548   3,879 180,599 (54,317) 126,281

　 営 業 利 益  11,261   2,100   755   1,214     151  15,484 (   283)  15,201

　　 （注）１．国又は地域の区分は､地理的近接度によっている。

　　　　　 ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　　　　 (1) ア ジ ア     ……シンガポール、マレーシア、中国

　　　　　　 (2) ヨーロッパ……ドイツ、フランス、オランダ、英国

　　　　　　 (3) 北アメリカ……米国、カナダ

　　　　　　 (4) そ の 他     ……オーストラリア
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【訂正前】（16 ページ）

　　３．海 外 売 上 高

　　　　平成１７年９月期（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　(単位　百万円)

ア ジ ア     ヨーロッパ 北アメリカ そ の 他     計

Ⅰ 海 外 売 上 高             3,548    15,921    22,654     2,369    44,494

Ⅱ 連 結 売 上 高            67,402

Ⅲ 連結売上高に占める

　 海外売上高の割合         
     5.3%     23.6%     33.6%      3.5%     66.0%

　　　　平成１８年９月期（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位　百万円)

ア ジ ア     ヨーロッパ 北アメリカ そ の 他     計

Ⅰ 海 外 売 上 高             3,746 19,778    25,456     2,620 51,601

Ⅱ 連 結 売 上 高         74,144

Ⅲ 連結売上高に占める

　 海外売上高の割合         
5.1% 26.7% 34.3% 3.5% 69.6%

　　　　平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位　百万円)

ア ジ ア     ヨーロッパ 北アメリカ そ の 他     計

Ⅰ 海 外 売 上 高             7,596 34,403    48,277     4,851 95,128

Ⅱ 連 結 売 上 高         142,009

Ⅲ 連結売上高に占める

　 海外売上高の割合         
5.4% 24.2% 34.0% 3.4% 67.0%

　　 （注）１．国又は地域の区分は､地理的近接度によっている。

　　　　　 ２．各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　 (1) ア ジ ア     ……シンガポール、マレーシア、中国

　　　　　　 (2) ヨーロッパ……ドイツ、フランス、オランダ、英国

　　　　　　 (3) 北アメリカ……米国、カナダ

　　　　　　 (4) そ の 他     ……オーストラリア

　　　　　 ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

22



【訂正後】（16 ページ）

　　３．海 外 売 上 高

　　　　平成１７年９月期（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　(単位　百万円)

ア ジ ア     ヨーロッパ 北アメリカ そ の 他     計

Ⅰ 海 外 売 上 高             3,548    15,921    22,654     2,369    44,494

Ⅱ 連 結 売 上 高            67,402

Ⅲ 連結売上高に占める

　 海外売上高の割合         
     5.3%     23.6%     33.6%      3.5%     66.0%

　　　　平成１８年９月期（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位　百万円)

ア ジ ア     ヨーロッパ 北アメリカ そ の 他     計

Ⅰ 海 外 売 上 高             3,746 19,690    25,456     2,620 51,512

Ⅱ 連 結 売 上 高         73,852

Ⅲ 連結売上高に占める

　 海外売上高の割合         
5.1% 26.7% 34.5% 3.5% 69.8%

　　　　平成１８年３月期（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位　百万円)

ア ジ ア     ヨーロッパ 北アメリカ そ の 他     計

Ⅰ 海 外 売 上 高             7,596 33,876    48,277     4,851   94,601

Ⅱ 連 結 売 上 高          141,482

Ⅲ 連結売上高に占める

　 海外売上高の割合         
5.4% 24.0% 34.1% 3.4% 66.9%

　　 （注）１．国又は地域の区分は､地理的近接度によっている。

　　　　　 ２．各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　 (1) ア ジ ア     ……シンガポール、マレーシア、中国

　　　　　　 (2) ヨーロッパ……ドイツ、フランス、オランダ、英国

　　　　　　 (3) 北アメリカ……米国、カナダ

　　　　　　 (4) そ の 他     ……オーストラリア

　　　　　 ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。
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【訂正前】　（19ページ）

平成 19年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 18年 10月 26日

上   場   会   社   名 日立工機株式会社 上場取引所東 大

コード番号      6581 本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http://www.hitachi-koki.co.jp/） 東京都

代　　　表　　　者  役職名  取締役社長　氏名　小 西　康 之

問合せ先責任者　役職名　IR室長 　氏名　山 崎  晋 吾 TEL (03) 5783 - 0601
中間決算取締役会開催日　　平成 18年 10月 26日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日           平成 18年 11月 30日 単元株制度採用の有無　有 (１単元 1,000 株)

１. 18年 9月中間期の業績 （平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1) 経営成績 (百万円未満切捨)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 38,350 9.7 6,588 32.5 7,601 32.4
17年9月中間期 34,951 10.2 4,973 56.8 5,742 34.6
18年3月期 72,880 10,752 11,719

百万円 ％ 円　　銭

18年9月中間期 4,946 △ 5.8 47.28
17年9月中間期 5,252 44.3 50.07
18年3月期 9,783 92.55
(注) ① 期中平均株式数    18年 9月中間期   104,618,272株     17年 9月中間期   104,886,550 株     18年 3月期   105,954,104 株

      ② 会計処理の方法の変更　　 有

      ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年9月中間期 120,658 103,491 85.8 993.52
17年9月中間期 113,602 98,711 86.9 940.33
18年3月期 117,930 102,745 87.1 977.35
(注)① 期末発行済株式数　18年 9月中間期   104,166,554株   17年 9月中間期  104,975,222株    18年 3月期 105,055,482株
 　  ② 期末自己株式数　 　18年 9月中間期     18,906,222株   17年 9月中間期   18,097,554株     18年 3月期  18,017,294株
 　  ③ 平成17年9月中間期および平成18年3月期の数値につきましては、従来の「株主資本」を「純資産」の欄に、
         「株主資本比率｣を「自己資本比率」の欄に、「1株当たり株主資本」を「1株当たり純資産」の欄に記載しています。

２. 19年 3月期の業績予想 （平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日）

百万円 百万円 百万円 百万円

通　　期 77,000 13,000 14,400 9,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    86円  34銭 

３.  配当状況

(注)上記の予想は､現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり､実際の業績は様々な要因により予想と異なる可能性があります。

( 当 期 ） 純 利 益

　

自己資本比率

経 常 利 益 当　期 純 利 益

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

総   資   産  純  資　産 １株当たり純資産

売   上   高 営 業 利 益

円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭

18年3月期 － 10.00 － 14.00 24.00
19年3月期 (実績） 7.00 8.00 － －
19年3月期 (予想） － － 8.00 8.00

第1四半期末

１　株　当　た　り　配　当　金
  ・現金配当

31.00

年間期末中間期末 第3四半期末
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【訂正後】　（19ページ）

平成 19年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 18年 10月 26日

上   場   会   社   名 日立工機株式会社 上場取引所東 大

コード番号      6581 本社所在都道府県

（ＵＲＬ　http://www.hitachi-koki.co.jp/） 東京都

代　　　表　　　者  役職名  取締役社長　氏名　小 西　康 之

問合せ先責任者　役職名　IR室長 　氏名　山 崎  晋 吾 TEL (03) 5783 - 0601
中間決算取締役会開催日　　平成 18年 10月 26日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日           平成 18年 11月 30日 単元株制度採用の有無　有 (１単元 1,000 株)

１. 18年 9月中間期の業績 （平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1) 経営成績 (百万円未満切捨)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 38,583 10.4 6,722 35.2 7,712 34.3
17年9月中間期 34,951 10.2 4,973 56.8 5,742 34.6
18年3月期 72,443 10,617 11,573

百万円 ％ 円　　銭

18年9月中間期 4,984 △ 5.1 47.64
17年9月中間期 5,252 44.3 50.07
18年3月期 9,344 88.37
(注) ① 期中平均株式数    18年 9月中間期   104,618,272株     17年 9月中間期   104,886,550 株     18年 3月期   105,954,104 株

      ② 会計処理の方法の変更　　 有

      ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2) 財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年9月中間期 120,257 103,091 85.7 989.68
17年9月中間期 113,602 98,711 86.9 940.33
18年3月期 117,491 102,307 87.1 973.17
(注)① 期末発行済株式数　18年 9月中間期   104,166,554株   17年 9月中間期  104,975,222株    18年 3月期 105,055,482株
 　  ② 期末自己株式数　 　18年 9月中間期     18,906,222株   17年 9月中間期   18,097,554株     18年 3月期  18,017,294株
 　  ③ 平成17年9月中間期および平成18年3月期の数値につきましては、従来の「株主資本」を「純資産」の欄に、
         「株主資本比率｣を「自己資本比率」の欄に、「1株当たり株主資本」を「1株当たり純資産」の欄に記載しています。

２. 19年 3月期の業績予想 （平成 18年 4月 1日 ～ 平成 19年 3月 31日）

百万円 百万円 百万円 百万円

通　　期 77,000 13,000 14,400 9,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    86円  34銭 

３.  配当状況

(注)上記の予想は､現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり､実際の業績は様々な要因により予想と異なる可能性があります。

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益

当　期 純 利 益

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

総   資   産  純  資　産 自己資本比率 １株当たり純資産

　 売   上   高 営 業 利 益 経 常 利 益

円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭

18年3月期 － 10.00 － 14.00 24.00
19年3月期 (実績） 7.00 8.00 － －
19年3月期 (予想） － － 8.00 8.00

31.00

  ・現金配当
１　株　当　た　り　配　当　金

第1四半期末 中間期末 第3四半期末 期末 年間
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【訂正前】（20ページ）

貸  借  対  照  表

（単位 百万円）

期  別
 
平成17年9月中間期(A) 平成18年9月中間期(B) 平成18年3月期(C) 比 較 増 減

科  目 (平成17.9.30現在) (平成18.9.30現在) (平成18.3.31現在) （Ｂ）－（Ｃ）

５５,００８ ５８,６３５ ５５,６１５ ３,０１９ 

現 金 及 び 預 金 ２,９７７ ３,３３３ ３,６３８ △  ３０４ 

受 取 手 形 ８１４ ７０２ ７６２ △    ５９ 

売 掛 金 １７,５７１ １８,９９２ １８,６０８ ３８４ 

た な 卸 資 産 ６,５３９ ７,６１３ ６,８７５ ７３７ 

未 収 入 金 ３５２ ５１５ ５５０ △    ３５ 

短 期 貸 付 金 ７,３９８ ５,１８７ ５,３８４ △  １９７ 

預 け 金 １５,２７２ ２０,３０１ １６,８７８ ３,４２３ 

繰 延 税 金 資 産 ３,９３２ １,９５６ ２,８８８ △  ９３２ 

その他の流動資産 １７０ ５２ ４８ ３ 

貸 倒 引 当 金 △    ２１ △    ２０ △    ２０ ０ 

５８,５９４ ６２,０２３ ６２,３１４ △  ２９１ 

２０,１４３ １９,４１４ １９,５５６ △  １４１ 

建 物 １０,５６２ １０,１１７ １０,３２５ △  ２０８ 

機 械 及 び 装 置 ４,６６２ ４,７１５ ４,５３５ １８０ 

その他の有形固定資産 ４,９１８ ４,５８１ ４,６９５ △  １１４ 

８７２ １,１６２ １,０１６ １４６ 

３７,５７８ ４１,４４５ ４１,７４１ △  ２９６ 

投 資 有 価 証 券 ３５,３９２ ３９,７０２ ４０,２７３ △  ５７１ 

長 期 貸 付 金 ７５０ ６６５ ６９６ △    ３１ 

繰 延 税 金 資 産 １,５０６ ９３７ ８１７ １２０ 

その他の投資その他の資産 ４４６ ６０７ ４４５ １６２ 

海外投資等損失引当金 △  ５１６ △  ４６７ △  ４９０ ２３ 

１１３,６０２ １２０,６５８ １１７,９３０ ２,７２７ 

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

（ 資 産 の 部 ）

資 産 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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【訂正後】（20ページ）

貸  借  対  照  表

（単位 百万円）

期  別
 
平成17年9月中間期(A) 平成18年9月中間期(B) 平成18年3月期(C) 比 較 増 減

科  目 (平成17.9.30現在) (平成18.9.30現在) (平成18.3.31現在) （Ｂ）－（Ｃ）

５５,００８ ５８,６３５ ５５,５３５ ３,０９９ 

現 金 及 び 預 金 ２,９７７ ３,３３３ ３,６３８ △  ３０４ 

受 取 手 形 ８１４ ７０２ ７６２ △    ５９ 

売 掛 金 １７,５７１ １８,９９２ １８,１７１ ８２１ 

た な 卸 資 産 ６,５３９ ７,６１３ ７,１７８ ４３５ 

未 収 入 金 ３５２ ５１５ ５５０ △    ３５ 

短 期 貸 付 金 ７,３９８ ５,１８７ ５,３８４ △  １９７ 

預 け 金 １５,２７２ ２０,３０１ １６,８７８ ３,４２３ 

繰 延 税 金 資 産 ３,９３２ １,９５６ ２,９４３ △  ９８７ 

その他の流動資産 １７０ ５２ ４８ ３ 

貸 倒 引 当 金 △    ２１ △    ２０ △    ２０ ０ 

５８,５９４ ６１,６２２ ６１,９５６ △  ３３３ 

２０,１４３ １９,４１４ １９,５５６ △  １４１ 

建 物 １０,５６２ １０,１１７ １０,３２５ △  ２０８ 

機 械 及 び 装 置 ４,６６２ ４,７１５ ４,５３５ １８０ 

その他の有形固定資産 ４,９１８ ４,５８１ ４,６９５ △  １１４ 

８７２ １,１６２ １,０１６ １４６ 

３７,５７８ ４１,０４４ ４１,３８３ △  ３３８ 

投 資 有 価 証 券 ３５,３９２ ３８,８３４ ３９,４２４ △  ５８９ 

長 期 貸 付 金 ７５０ ６６５ ６９６ △    ３１ 

繰 延 税 金 資 産 １,５０６ ９３７ ８１７ １２０ 

その他の投資その他の資産 ４４６ ６０７ ４４５ １６２ 

海外投資等損失引当金 △  ５１６ －  －  －  

１１３,６０２ １２０,２５７ １１７,４９１ ２,７６５ 資 産 合 計

（ 資 産 の 部 ）

流 動 資 産

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
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【訂正前】（21ページ）

（単位 百万円）

期  別
 
平成17年9月中間期(A)平成18年9月中間期(B) 平成18年3月期(C) 比 較 増 減

科  目 (平成17.9.30現在) (平成18.9.30現在) (平成18.3.31現在) （Ｂ）－（Ｃ）

１１,４８８ １３,７９９ １１,８０６ １,９９３ 

買 掛 金 ６,２７５ ６,４６９ ６,２２５ ２４３ 

未 払 費 用 １,４１８ １,６３３ １,４９２ １４１ 

未 払 法 人 税 等 １３４ １,７６１ １４１ １,６１９ 

そ の 他 の 流 動 負 債 ３,６６０ ３,９３５ ３,９４６ △      １１ 

３,４０１ ３,３６６ ３,３７８ △      １１ 

退 職 給 付 引 当 金 ３,２２８ ３,１２０ ３,１７２ △      ５２ 

役員退職慰労引当金 １７３ ２４６ ２０５ ４０ 

１４,８９０ １７,１６６ １５,１８４ １,９８１ 

１７,８１３ － １７,８１３ － 

２１,４０３ － ２１,４１４ － 

資 本 準 備 金 ２１,３８８ － ２１,３８８ － 

そ の 他 資 本 剰 余 金 １４ － ２５ － 

６５,９４０ － ６９,４２１ － 

利 益 準 備 金 ３,０８０ － ３,０８０ － 

別 途 積 立 金 ３５,３００ － ３５,３００ － 

中間(当期)未処分利益 ２７,５５９ － ３１,０４１ － 

１,１２７ － １,６８８ － 

△   ７,５７２ － △   ７,５９２ － 

９８,７１１ － １０２,７４５ － 

１１３,６０２ － １１７,９３０ － 

－ １０２,１４３ － － 

－ １７,８１３ － － 

－ ２１,４４６ － － 

資 本 準 備 金 － ２１,３８８ － － 

そ の 他 資 本 剰 余 金 － ５７ － － 

－ ７２,０９６ － － 

利 益 準 備 金 － ３,０８０ － － 

そ の 他 利 益 剰 余 金 － ６９,０１５ － － 

別 途 積 立 金 － ３５,３００ － － 

繰 越 利 益 剰 余 金 － ３３,７１５ － － 

－ △   ９,２１３ － － 

－ １,３４８ － － 

－ １,３４８ － － 

－ １０３,４９１ － － 

－ １２０,６５８ － － 

純 資 産 合 計

負 債 及 び 純 資 産 合 計

自 己 株 式

その他有価証券評価差額金

資 本 金

資 本 剰 余 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

株 主 資 本

（ 純 資 産 の 部 ）

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

その他有価証券評価差額金

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計
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【訂正後】（21ページ）

（単位 百万円）

期  別
 
平成17年9月中間期(A)平成18年9月中間期(B) 平成18年3月期(C) 比 較 増 減

科  目 (平成17.9.30現在) (平成18.9.30現在) (平成18.3.31現在) （Ｂ）－（Ｃ）

１１,４８８ １３,７９９ １１,８０６ １,９９３ 

買 掛 金 ６,２７５ ６,４６９ ６,２２５ ２４３ 

未 払 費 用 １,４１８ １,６３３ １,４９２ １４１ 

未 払 法 人 税 等 １３４ １,７６１ １４１ １,６１９ 

そ の 他 の 流 動 負 債 ３,６６０ ３,９３５ ３,９４６ △      １１ 

３,４０１ ３,３６６ ３,３７８ △      １１ 

退 職 給 付 引 当 金 ３,２２８ ３,１２０ ３,１７２ △      ５２ 

役員退職慰労引当金 １７３ ２４６ ２０５ ４０ 

１４,８９０ １７,１６６ １５,１８４ １,９８１ 

１７,８１３ － １７,８１３ － 

２１,４０３ － ２１,４１４ － 

資 本 準 備 金 ２１,３８８ － ２１,３８８ － 

そ の 他 資 本 剰 余 金 １４ － ２５ － 

６５,９４０ － ６８,９８３ － 

利 益 準 備 金 ３,０８０ － ３,０８０ － 

別 途 積 立 金 ３５,３００ － ３５,３００ － 

中間(当期)未処分利益 ２７,５５９ － ３０,６０２ － 

１,１２７ － １,６８８ － 

△   ７,５７２ － △   ７,５９２ － 

９８,７１１ － １０２,３０７ － 

１１３,６０２ － １１７,４９１ － 

－ １０１,７４２ － － 

－ １７,８１３ － － 

－ ２１,４４６ － － 

資 本 準 備 金 － ２１,３８８ － － 

そ の 他 資 本 剰 余 金 － ５７ － － 

－ ７１,６９５ － － 

利 益 準 備 金 － ３,０８０ － － 

そ の 他 利 益 剰 余 金 － ６８,６１４ － － 

別 途 積 立 金 － ３５,３００ － － 

繰 越 利 益 剰 余 金 － ３３,３１４ － － 

－ △   ９,２１３ － － 

－ １,３４８ － － 

－ １,３４８ － － 

－ １０３,０９１ － － 

－ １２０,２５７ － － 

純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

負 債 及 び 純 資 産 合 計

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

（ 負 債 の 部 ）

流 動 負 債

固 定 負 債

負 債 合 計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金
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【訂正前】（22ページ）

損  益  計  算  書

期    別

科    目

３４,９５１ ３８,３５０ ７２,８８０ 

２１,３８６ ２２,７４５ ４４,６９７ 

売 上 総 利 益 １３,５６５ １５,６０４ ２８,１８３ 

８,５９２ ９,０１６ １７,４３１ 

営 業 利 益 ４,９７３ ６,５８８ １０,７５２ 

１,１８４ １,３７８ １,９１１ 

２４ ４３ ４８ 

５５９ １,０７１ １,０００ 

２６１ ２４０ ４９８ 

４１４ ３６５ ９４４ 

０ ０ ３ 

４１３ ３６４ ９４０ 

経 常 利 益 ５,７４２ ７,６０１ １１,７１９ 

４０ ４８ ４０ 

２４ 

５,７８３ ７,６４９ １１,７３５ 

７０ １,６６０ １４０ 

４６１ １,０４３ １,８１２ 

５,２５２ ４,９４６ ９,７８３ 

２２,１２５ － ２２,１２５ 

１８１ － １８１ 

－ １,０４９ 

２７,５５９ － ３１,０４１ 

－ 

合 併 引 継 未 処 分 利 益

２３ ３６４ 

０.１ 

１６.５ 

－ 

１.０ 

１９.８ 

１５.０ １３.４ 

４０.７ 

４.３ 

１２.９ 

０.２ 

２.７ 

１６.１ 

０.０ 

２.６ 

２３.５ 

２.５ １.３ 

０.０ 

１６.１ １９.９ 

０.２ 

－ － － 

（単位 百万円） 

 自 平成 17．4． 1 

至 平成 18．3．31

比  率

％ 

平成18年3月期

（ ）

１００.０ 

３.６ 

１.３ 

６１.３ 

２３.９ 

１４.８ 

３８.７ 

１００.０ 

）

比  率

％ ％ 

比  率

 自 平成 17．4． 1 

至 平成 17．9．30
）（（

０.１ 

１.２ 

平成18年9月中間期

至 平成 18．9．30

５９.３ 

１７.２ 

 自 平成 18．4． 1 

３.４ 

２４.６ 

１６.４ 

平成17年9月中間期

中間(当期)未処分利益

売 上 原 価

販売費及び一般管理費

営 業 外 収 益

中 間 配 当 額

特 別 損 失

前 期 繰 越 利 益

法人税、住民税及び事業税

１４.２ 

１００.０ 

６１.２ 

３８.８ 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

売 上 高

特 別 利 益

営 業 外 費 用

３３８ 

受 取 利 息

受 取 配 当 金

税引前中間(当期)純利益

支 払 利 息

そ の 他

海 外 投 資 等 損 失
引 当 金 戻 入 額

そ の 他
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【訂正後】（22ページ）

損  益  計  算  書

期    別

科    目

３４,９５１ ３８,５８３ ７２,４４３ 

２１,３８６ ２３,０４８ ４４,３９５ 

売 上 総 利 益 １３,５６５ １５,５３５ ２８,０４８ 

８,５９２ ８,８１２ １７,４３１ 

営 業 利 益 ４,９７３ ６,７２２ １０,６１７ 

１,１８４ １,３５５ １,９００ 

２４ ４３ ４８ 

５５９ １,０７１ １,０００ 

２６１ ２４０ ４９８ 

４１４ ３６５ ９４４ 

０ ０ ３ 

４１３ ３６４ ９４０ 

経 常 利 益 ５,７４２ ７,７１２ １１,５７３ 

４０ ４８ ４０ 

１８ ３７１ 

５,７８３ ７,７４２ １１,２４２ 

７０ １,６６０ １４０ 

４６１ １,０９８ １,７５７ 

５,２５２ ４,９８４ ９,３４４ 

２２,１２５ － ２２,１２５ 

１８１ － １８１ 

－ １,０４９ 

２７,５５９ － ３０,６０２ 

（
 自 平成 17．4． 1 

）（

（単位 百万円） 

平成17年9月中間期 平成18年9月中間期 平成18年3月期

（
 自 平成 17．4． 1 

）
至 平成 17．9．30 至 平成 18．9．30 至 平成 18．3．31

 自 平成 18．4． 1 
）

比  率 比  率 比  率

％ ％ ％ 

売 上 原 価 ６１.２ ５９.７ ６１.３ 

売 上 高 １００.０ １００.０ １００.０ 

３８.８ ４０.３ ３８.７ 

販売費及び一般管理費 ２４.６ ２２.９ ２４.０ 

１４.２ １７.４ １４.７ 

営 業 外 収 益 ３.４ ３.５ ２.６ 

１.３ 

支 払 利 息

受 取 利 息

受 取 配 当 金

海 外 投 資 等 損 失
３３８ － ３５３ 

引 当 金 戻 入 額

そ の 他

営 業 外 費 用 １.２ ０.９ 

０.１ － － ０.５ 

そ の 他

１６.４ ２０.０ １６.０ 

特 別 利 益 ０.１ ０.１ ０.０ 

特 別 損 失

法人税、住民税及び事業税 ０.２ ４.３ ０.２ 

税引前中間(当期)純利益 １６.５ ２０.０ １５.５ 

２.４ 

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 １５.０ １２.９ １２.９ 

中間(当期)未処分利益

法 人 税 等 調 整 額 １.３ ２.８ 

前 期 繰 越 利 益

合 併 引 継 未 処 分 利 益

中 間 配 当 額 － 
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【訂正前】（23ページ）

 中 間 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

当中間会計期間　（自　平成18年４月１日　　至　平成18年９月30日） （単位　百万円）

株主資本  評価・換算差額等

資本剰余金

別途
積立金

繰越
利益

剰余金

平成18年３月31日残高 17,813 21,388 25 21,414 3,080 35,300 31,041 69,421 △ 7,592 101,057 1,688 1,688 102,745

中間会計期間変動額

 剰余金の配当 △ 2,201 △ 2,201 △ 2,201 △ 2,201

 利益処分による役員賞与 △    70 △    70 △    70 △    70

 中間純利益 4,946 4,946 4,946 4,946

 自己株式の取得 △ 1,682 △ 1,682 △ 1,682

 自己株式の処分 31 31 61 92 92

株主資本以外の項目の
当中間会計期間変動額
(純額）

△   339 △   339 △   339

当中間会計期間
変動額合計

31 31 2,674 2,674 △ 1,621 1,085 △   339 △   339 746

平成18年９月30日残高 17,813 21,388 57 21,446 3,080 35,300 33,715 72,096 △ 9,213 102,143 1,348 1,348 103,491

純資産
合計その他利益剰余金

利益剰余金
その他

有価証券
評価

差額金

評価・
換算

差額等
合計

利益
準備金

利益
剰余金
合計

自己
株式

株主
資本
合計

資本金 資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計
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【訂正後】（23ページ）

 中 間 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

当中間会計期間　（自　平成18年４月１日　　至　平成18年９月30日） （単位　百万円）

株主資本  評価・換算差額等

資本剰余金

別途
積立金

繰越
利益

剰余金

平成18年３月31日残高 17,813 21,388 25 21,414 3,080 35,300 30,602 68,983 △ 7,592 100,619 1,688 1,688 102,307

中間会計期間変動額

 剰余金の配当 △ 2,201 △ 2,201 △ 2,201 △ 2,201

 利益処分による役員賞与 △    70 △    70 △    70 △    70

 中間純利益 4,984 4,984 4,984 4,984

 自己株式の取得 △ 1,682 △ 1,682 △ 1,682

 自己株式の処分 31 31 61 92 92

株主資本以外の項目の
当中間会計期間変動額
(純額）

△   339 △   339 △   339

当中間会計期間
変動額合計

31 31 2,712 2,712 △ 1,621 1,123 △   339 △   339 783

平成18年９月30日残高 17,813 21,388 57 21,446 3,080 35,300 33,314 71,695 △ 9,213 101,742 1,348 1,348 103,091

純資産
合計

資本金

利益剰余金

自己
株式

株主
資本
合計

その他
有価証券

評価
差額金

評価・
換算

差額等
合計

資本
準備金

その他
資本

剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益

剰余金
合計
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【訂正前】（25 ページ）

５．ヘッジ会計の方法

  ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっている。

　　なお、要件を満たしている金利通貨スワップ取引については、金利スワップと通貨スワップを

　　一体としてそれぞれ特例処理及び振当処理によっている。

　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘ ッ ジ 手 段　　　　ヘ ッ ジ 対 象

　　金利通貨スワップ　　　外貨建貸付金

　　為替予約　　　　　　　外貨建予定取引

　ヘッジ方針

　　外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引に係る為替相場の変動リスク及び金利変動リスクを

　　回避するために、必要な範囲内で利用している。

　　　
ヘッジの有効性評価の方法
為替予約はヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件(通貨、期間、金額等)が同一であり、
ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ･フロー変動を相殺するものと想
定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略している。
また、金利スワップは特例処理の適用要件を満たしており有効性が保証されているため、通貨
スワップは為替相場の変動によるキャッシュ･フローの変動を完全に相殺するものと想定され

るため、ヘッジの有効性の判定は省略している。

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

会計処理の変更

１．役員賞与に関する会計基準等

当中間会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第4号  平
成17年11月29日）を適用している。これによる損益への影響は軽微である。

２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会

企業会計基準第5 号 平成17 年12 月9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第8 号 平成17 年12 月9 日）を適

用している。従来の資本の部の合計に相当する金額は103,491 百万円である。

なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則により作成している。
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【訂正後】（25 ページ）

５．ヘッジ会計の方法

  ヘッジ会計の方法

　　繰延ヘッジ処理によっている。

　　なお、要件を満たしている金利通貨スワップ取引については、金利スワップと通貨スワップを

　　一体としてそれぞれ特例処理及び振当処理によっている。

　ヘッジ手段とヘッジ対象

　　ヘ ッ ジ 手 段　　　　ヘ ッ ジ 対 象

　　金利通貨スワップ　　　外貨建貸付金

　　為替予約　　　　　　　外貨建予定取引

　ヘッジ方針

　　外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引に係る為替相場の変動リスク及び金利変動リスクを

　　回避するために、必要な範囲内で利用している。

　　　
ヘッジの有効性評価の方法
為替予約はヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件(通貨、期間、金額等)が同一であり、
ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ･フロー変動を相殺するものと想
定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略している。
また、金利スワップは特例処理の適用要件を満たしており有効性が保証されているため、通貨
スワップは為替相場の変動によるキャッシュ･フローの変動を完全に相殺するものと想定され

るため、ヘッジの有効性の判定は省略している。

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

会計処理の変更

１．役員賞与に関する会計基準等

当中間会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基準第4号  平
成17年11月29日）を適用している。これによる損益への影響は軽微である。

２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会

企業会計基準第5 号 平成17 年12 月9 日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第8 号 平成17 年12 月9 日）を適

用している。従来の資本の部の合計に相当する金額は103,091 百万円である。

なお、当中間会計期間における中間貸借対照表の純資産の部については、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表等規則により作成している。
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